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医政発0405第 3号

平成 22年 4月 5日

(社)日本病院会長殿

看護教員に関する講習会の実施要領について

平素より看護行政の推進にご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

平成 22年 2月 17日に取りまとめられた「今後の看護教員のあり方に関す

る検討会報告書」において、看護教員の質の向上及び量の確保の重要性並び

に現状や課題に対する改善策が示されたところでございます。

今般、当該報告書を受け、看護教員養成の質と量の平準化を目指し、「看護

師等養成所の運営に関する指導要領についてJ(平成 13年 1月 5日付け健政

発第五号厚生労働省健康政策局長通知)の別添「看護師等養成所の運営に関

する指導要領J第四の 1の(1)のイの(イ)に定める厚生労働省が認定し

た看護教員養成講習会の実施要領を新たに定めたので、通知いたします。

当該実施要領は平成 23年 4月 l日から適用するものとし、「看護教員養成

講習会実施要領についてJ(平成 10年 3月 4日健政発第 241号厚生労働省健

康政策局長通知)は平成 22年度をもって廃止いたします。

なお、厚生労働省旧看護研修研究センターが実施していた看護師・保健師・

助産師養成所教員専攻及び幹部看護教員養成課程は、平成21年度をもって廃

止したことを申し添えます。

つきましては、講習会実施の拡大のため、貴団体に所属されている会員の

皆様への当該実施要領や当該実施要領に基づいた新規の認定申請(都道府県

だけでなく大学等も可能)に関する情報提供にご協力をお願いいたします。
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仁璽コ 看護教員に関する講習会の実施要領

平成22年 2月 17日に取りまとめられた「今後の看護教員:のあり方に関する検討会幸日告書J

において、看護教員の質の向上及び量の確保の重要性並びに現状や課題に対する改善策が示さ

れたところである。今般、当該報告書を受け、看護教員養成の賓と量の平準化を目指し、「看

護師等養成所の運営に関する指導要領についてJ(平成 13年 l月 5日付け健政発第五号厚生労

働省健康政策局長通知)の別添「看護師等養成所の運営に関する指導要領J第四の lの(1)

のイの(イ)に定める厚生労働省が認定した看護教員養成講習会の実施要領を新たに定めたの

で、通知する。当該実施要領は平成 23年4月 1日から適用するものとする。

看護教員に関する講習会は、専任教員養成講習会と教務主任養成講習会の 2つの講習会で構

成される。看護教員の基礎的能力を養うための講習会として専任教員養成講習会が位置づけら

れ、その後の指導的役割を担う能力を開発する講習会として教務主任養成講習会が位置づけら

れる。(I日看護教員養成講習会を専任教員養成講習会に、旧幹部看護教員養成課程を教務主任

養成講習会にそれぞれ名称を変更)

また、「看護教員養成講習会実施要領についてJ(平成 10年 3月 4日健政発第 241号厚生労

働省健康政策局長通知)は平成 22年度をもって廃止する。

なお、旧厚生労働省看護研修研究センターが実施していた看護師・保健師・助産師養成所教

員専攻及び幹部看護教員養成課程は、平成 21年度をもって廃止したところである。

(別添一)

専任教員養成講習会実施要領

1 目的

看護職員の養成に携わる者に対して必要な知識、技術を修得させ、もって看護教育の内容

の充実向上を図ることを目的とすること。

2 講習会の実施

講習会は、都道府県又はこれに準ずるものとして厚生労働省が認める者が別に示す専任教

員養成講習会及び教務主任養成講習会ガイドライン(以下「ガイドライン」という。)に沿

って実施するものとすること。

ただし、都道府県が実施する場合において、都道府県が事業の目的達成のために必要があ

ると認めるときは、業務の一部をその適当と認める者に委託することができること。

3 単位等

原則として 34単位 (855時間)以上とすること。

4 受講対象者

保健師、助産師又は看護師として 5年以上業務に従事した者であって、本講習会修了後看

護教育に従事する者とすること。

5 教育内容

~IJ紙 1 の講習科目を標準とすること。

6 教室等

(1)講習期間中、専用に利用できる教室が確保できること。

(2) グループワークを実施するための部屋(演習室)が確保できることが望ましいこと。

(3 )必要な図書を有する図書室を利用できること。

(4)教室等は採光、換気等が適当であり、受講者数に応じた面積を確保するなど、学習環

境にふさわしい考慮がなされていること。



7 講習会担当者

教育担当者及び事務担当者を配置すること。なお、教育担当者は専任であることが望まし

亡原則どじて次のv¥ずf1がに該当する者であ一るごと工 一 一

(1)看護教員養成講習会等の修了者で、あって、専任教員の経験を有するもの。

(2)保健師、助産師又は看護師として保健師助産師看護師学校養成所指定規則(昭和 26

年文部省・厚生省令第 1号)別表三の専門分野の教育内容のうち、 1つの分野に 3年以

上従事した者であって、大学において教育に関する科目を履修したもの。

8 講師

(1)講師は大学教授、准教授又はこれらに準ずる者(教務主任等)とすること。

( 2)演習のグ、ループワークの指導者については、必要数を確保すること。

9 手続等

(1)講習会を実施しようとする者は、毎年度 2月末日までに次の事項を記載した認定申請

書を本職あて提出すること o

なお、認定申請は、実施しようとする講習会ごとに行うものとすること。

また、申請後にその申請内容について変更がある場合には、あらかじめ変更申請を行

い、承認を得ること。

ア開催の目的

イ 主催者の名称及び主たる事務所の所在地

ウ 講習会に要する経費の収支予算

エ講習会の名称

オ講習会の会場の名称及びその所在地

カ 開催期間及び日程

キ受講者の定員

ク 教育内容(受講者の各科目の到達目標を含む。)

ケ 各教室等の用途及び面積

コ 教育担当者及び講師の氏名、担当科目及び時間数並びに職業及び職位

サ事務担当者の氏名

(2) (1)の認定申請書には次に掲げる書類を添えること。

ア 教育担当者の履歴書

なお、履歴書は、教育担当者として必要な経歴を有することを明らかにするものと

すること。

イ 都道府県が業務の一部をその適当と認める者に委託する場合は、委託契約書(写)

ワ その他参考となる資料

(3)講習会修了者には、修了証(J:lIJ紙 2) を交付すること。

(4 )ガイドラインを参考に、受講者の出席状況に加え各受講科目の評価を行い、修了を

認めることが望ましいこと。科目の評価については、特に重要となる専門分野科目の

みの評価でも可とすること。

( 5 )講習会の終了後は、 1か月以内に次の事項を記載した実施状況報告書を本職あて提出

すること。

ア 修了者数

イ 講習会の実施状況の概要及びその評価

(6 )修了者に関する記録その他の講習会の実施に関する記録は、適切に保管すること。



別紙1 専任教員養成講習会教育内容及び目標

一区分一一一 教育内容 授業内容 一 目標 一一一一一 単位数 時間数 備考一一一

基礎分野
(看護教員とし

て必要な基礎知
看護教育の基盤

ものの見方や考え方を広げ、教育の対象
4 60 識を学ぶ) である学習者の理解を深める。

教(教育分育野の原理を 教育原理

系統的に学ぶ)
教育方法

教育の本質、教育方法、技術学習過程、
教育の基盤

教育評価の基本理論を学ぶ。
4 90 

教育，心理学

教育評価

専門分野
看護論 l 30 

(看護学の教 人間の健康、看護の考え方を多角的に学
授、学習活動に

看護論
び、自己の看護観を明確にする。

関する理論を学 看護論演習 1 30 

ぶ)
看護教を学育の目的、内容、方法などの基本 看護教育史を含

看護教育論 理考論え び、看護教育のあり方について l 15 む

看護教育学
る。

看護教育制度 看護教て育理制解度すの変遷と現在の教育制度に
つい る。

l 15 

看護教育課程論 看び護、看教護育学課程全編体成の構の基本的な考え方を学
造を理解する。

2 45 

看護教育課程

看護教育課程演 看護教育課程編成のプロセスを学び、看
2 60 

習 護教育のあり方を理解する。

学習指導計画、教講学材義ぶ。作、成演について学び、
看護教育方法論 これを活用して 習、実習等にお 3 90 

ける展開方法を

学習指導計画指、指導導を案含を作成し模擬授業
擬授業授案業作成と模

看護教育方法 看護教育方法演
を行い(実習 む)、その結呆を 3 90 

を含む

習
考慮し看護教育方法を身につける。

看護教育実習 看教護育教育の理論と技術を実際に適用し、
方法や教員のあり方を学ぶ。

2 90 

専門領域別看護 各専門領域別看護における教育内容とそ
I 15 

論 の構造を理解する。

看護教育演習

領統専合域門分領を域選野択かを含らむ論専演門領習域別看護 各専門領て域学別ぶ。看護(選の教育内容、教育方法 2 60 
につい 択制)

看護教育評価論 看適護用教に育つ内容の評価方法を理解し、その
いて学ぶ。

l 30 

看護教育評価

看護教育評価演 看護技術評価を作成し、看護教育評価の
l 30 

習 理解を深める。

看護教育における研究の意義やを理看護解研し、
研究 研究方法 研究結導果方の教育活動への活用 究 2 60 

の指 法を学ぶ。

看護学校経営 看護学校管理
看護学校の組織運営の特性と管理のあり

l 15 
方を学ぶ。

その他
教育内容全体に痛や深さをもたせるため

2 30 
の内容を学ぶロ

合計 34 855 



別紙 2

番 号

イ彦了言正

氏名

生年月日

平成 年度厚生労働省認定の専任教員養成講習会において、所定の課程を修了

したことを証する。

平成年月日

主催者名 印

サイズ・ 210皿 X300皿



(別添三)

教務主任養成講習会実施要領
1一一目的一一 一一一一一一 一一一

看護師等養成所の教務主任となる者に対して、養成所の運営・管理及ひ、教員に対する指導

を行うために必要な専門的知識・技術を修得させ、養成所における看護教育の充実及び質の

向上を図ることを目的とすること。

2 講習会の実施

講習会は、都道府県又はこれに準ずるものとして厚生労働省が認める者がガイドラインに

沿って実施するものとすること。

ただし、都道府県が実施する場合において、都道府県が事業の目的達成のために必要があ

ると認めるときは、業務の一部をその適当と認める者に委託することができるものとするこ

と。

3 単位等

原則として 18単位 (420時間)以上とすること。

4 受講対象者

看護師等養成所の運営に関する指導要領第四の 1の(1)、 (2)又は (3)のいずれかに

該当する者で、看護教員として 3年以上勤務した者とすること。

5 教育内容

別紙 1の講習科目を標準とすること。

6 教室等

( 1 )講習期間中、専用に利用できる教室が確保できること。

(2) グループワークを実施するための部屋(演習室)が確保できること。(兼用可)

(3 )看護学系及び教育学系の専門図書、レファランスサービス等を必要時に利用できるこ

と。

7 講習会担当者

教育担当者及び事務担当者を配置すること。なお、教育担当者は専任であることが望まし

く、原則として次のいずれかに該当する者であること。

(1) 3年以上の看護教員の経験を有し、大学院で看護学教育若しくは教育学を専攻あるい

は履修し、修τしたもの。

(2)厚生労働省が認定した教務主任養成講習会等を修了したもの。

(3 )旧厚生労働省看護研修研究センターの幹部看護教員養成課程を修了したもの。

8 講師

(1)各科目を教授する講師は、当該科目について相当の学識経験を有する者であること。

(2 )演習の指導者については、必要数を確保すること。

9 手続等

(1)講習会を実施しようとする者は、毎年度2月末日までに次の事項を記載した認定申請

書を本職あて提出すること。

なお、認定申請は、実施しようとする講習会ごとに行うものとすること。

また、申請後にその申請内容について変更がある場合には、あらかじめ変更申請を行

い、承認を得ること。

ア開催の目的

イ 主催者の名称及び主たる事務所の所在地

ウ 講習会に要する経費の収支予算



エ講習会の名称

オ講習会の会場の名称及びその所在地

カ 開催期間及ーぴ日程一一一一 ← 

キ受講者の定員

ク 教育内容(受講者の各科目の到達目標を含む。)

ケ 各教室等の用途及び面積

コ 教育担当者及び講師の氏名、担当科目及び時間数並びに職業及び職位

サ事務担当者の氏名

(2) (1)の認定申請書には次に掲げる書類を添えること。

ア 教育担当者の履歴書

なお、履歴書は、教育担当者として必要な経歴を有することを明らかにするものと

すること。

イ 都道府県が業務の一部をその適当と認める者に委託する場合は、委託契約書(写)

ワ その他参考となる資料

( 3 )講習会修了者には、修了証(別紙2) を交付すること。

(4 )ガイドラインを参考に、受講者の出席状況に加え各受講科目の評価を行い、修了を

認めることが望ましいこと。

(5)講習会の終了後は、 1か月以内に次の事項を記載した実施状況報告書を本職あて提出

すること。

ア修 了者数

イ 講習会の実施状況の概要及びその評価

(6)修了者に関する記録その他の講習会の実施に関する記録は、適切に保管すること。



別紙i 教務主任養成講習会教育内容及び目標

区分 教育内容 授業内容 一一一一一一←一目標一一一 単位数 一時間数 備考

各看護領域の特性に焦点をあて、その目的、対象、
看護学論 領域別看護論 内容と構成の考え方を理解し、看護学を全体的に捉 2 30 

える。

看護学校経営 学校経営の基礎理論を学ぶ。 2 30 

看護学校経営

看護学校経営演習
学校経営の理論を基礎に、看護学校経営のあり方を

2 60 考察し、教育実践への適用能力を高める。

専門分野※
教育方法に関する最新に知見を知り、見識を深め

看護学教育方法論
る。

1 15 

看護学教育方法

看護学教育方法演習
効果的な教育を実践するために教育方法について多

l 30 面的に検討し、教育方法に関する見解を深める。

看護学教育評価論
教育評価に関する最新の知見を知り、見識を深め

l 15 る。
看護学教育評価

看護学教育評価演習 看護学教を育追評究価すの課題を認識し、看護学教育評価の
あり方 究する。

1 30 

看護学教育課程開発 看護学教育課程の動向法を理を解学ぶし。、看護学教育課程の
あり方および開発の方

2 30 

看護学教育開発 看演護習学教育課程開発 看護の動学向教を踏育課ま程えて、看護学教育のニーズに対応
した看護 のあり方を追究する。

4 120 

看護学教育開発演習 看に護、教自育ら上のの問題を分析し、解、決課す題解るカ決を養うため
教育事象を分析し を図る。

2 60 

合計 18 420 

※教務主任として必要な内容(①教員に対する指導力を養うための内容@教育課程d管理能力を養うための内容③学校運営の推進
カを養うための内容④看護教育上の問題を分析し総合的な判断力を養うための内容)で構成する。



別紙 2

番 号

{彦了言正

氏名

生年月日

平成 年度厚生労働省認定の教務主任養成講習会において、所定の課程を修了

したことを証する。

平成年月日

主催者名 I=P 

サイズ:210凹 X300皿


